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第１ 制御棒挿入時間評価基準値２．２秒は、安全性の基準であること 

債務者の平成２５年１月１８日付主張書面では、①「制御棒挿入時間２．２秒は

安全性の基準ではない」とし、また、②添付書類八及び添付書類十の制御棒挿入時

間２．２秒との記載について「この時間を超えると具体的危険性が生ずるとの可能

性を示すものではない」とする（同書面ｐ４、p５）。 

しかし、これらの主張は債権者の従来の主張を否定するものではない。念のため

以下の指摘を行う。 

①については、債務者は、大飯発電所３、４号機の耐震安全性評価を、地震時の

挿入時間(発生値)が評価基準値２．２秒以下であることをもって行っている（甲２

９ p２２、p２７）ことを念のため再度指摘しておく。債務者自身、制御棒挿入性

の評価基準値２．２秒を安全性の基準として扱っているのである。 

②については、評価基準値は制御棒駆動装置の設備仕様として定められ、これを

もって原子炉の設置変更の許可が得られているものである。これを超える場合は、

逆に事業者のほうが安全であることを示して設置変更許可を取り直してはじめてそ

の原子炉の稼動が認められるというべきである。「具体的危険性が生ずる可能性」と

いう観点からみても、地震時に評価基準値を超える場合は、それでもなお安全であ

ること（具体的危険性が生じる可能性がないこと）を債務者が示さなければならな

いことになる。 

また上記評価基準値は、安全解析の条件にもなっている。すなわちこの評価基準

値を超える場合の安全解析はなされていないのである。地震時にもこの評価基準値

をこえてもなお安全であることを安全解析で示し、これを国が審査・承認した場合

はじめて具体的危険性が生ずる可能性がないといえるのである。債務者は、ＪＥＡ

Ｇ４６０１－１９９１の記載を引用するが、それは「安全解析評価上の観点」とは

別の「地震時として特別な状態」を想定して、時間経過を追った解析（過渡解析）

がなされなければならないとするものであり（乙３９，３６７頁）、債務者はこれを

しておらず、従って国も審査・承認していないこと、甲５５の検討は地震と無関係
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になされたものであること、はすでに指摘した（債権者主張書面（８）ｐ２１）。 

 

第２ 制御棒挿入時間評価基準値２．２秒は地震時にも適用されること 

１ 債務者自身が地震時の適用を前提にしていること 

 債務者は制御棒挿入時間（評価基準値）２．２秒は地震時には適用されないと主

張する（債務者平成２５年１月１８日付主張書面ｐ７以下）。 しかし、これは債務

者自身の考えとも異なる訴訟対策のための「ためにする主張」といわなければなら

ない。 

 債務者は、国から求められたバックチェックとして「新耐震指針に照らした耐震

安全性評価」を行っているがこの中で、基準地震動 Ss による発生値が評価基準値以

下であるとし、地震時の挿入時間が評価基準値以下であることをもって、耐震安全

評価を行っていることは上述した（甲２９ｐ２２．P２７）。また地元福井県に対す

る説明において、地震時の挿入時間が評価基準値以下であるとしている（乙１８）。

これらの事実は、債務者自身が上記評価基準値が地震時にも適用することを考えて

きたことを示すものである。 

２ 省令６２号について 

 債務者の省令６２号の解釈は、いずれも誤りというほかはない。 

 省令６２号第５条はまさに地震力による損壊を想定したものである。ＪＥＡＧ４

６０１－１９９１の記載は、地震時を前提とした過渡解析で燃料要素の冷却性等の

安全性が確認されない限り、制御棒挿入時間の評価基準値が守られるべきことを指

摘している。 

 債務者は「省令６２号２２条の規定をもって、地震発生時に制御棒挿入時間を２．

２秒以内とすることが求められていると解釈する余地はない」（前記債務者主張書面

ｐ１８）とするがこれはあまりにも無理な主張である。同条は「地震の発生等によ

り原子炉の運転に支障が生じる場合」について、「（安全保護装置が）原子炉停止系

統及び工学的安全施設と併せて機能すること」、すなわち本件原子炉の場合でいえば
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制御棒挿入によって緊急停止することを求めていることは明らかである。 

 省令６２号２４条について債務者は地震時には適用されないとする（債務者主張

書面ｐ９、ｐ１８）。しかし、「運転時の異常な過渡変化及び事故」そのものは地震

を含まないとしても、同時に地震が生じうるものである。 

事実、省令６２号第５条第１号の「解釈」では、「耐震性の評価においては、・・・

地震時にも敷地周辺の公衆に放射線の影響を与えないとの観点から、・・・②原子炉

の安全停止、・・・等に必要な設備の機能維持又は構造強度の確保を解析等により確

認すること」と規定されている。この点、「解説」の１号では、「第５条は、安全設

計審査指針の『指針２ 自然現象に対する設計上の考慮』（第１項）及び発電用原子

炉施設に関する耐震設計審査指針に対応する」と書かれている。 

その耐震設計審査指針（甲９６）では、１２頁の「７．荷重の組合せと許容限界」

において、事故時等に起こる荷重と基準地震動Ｓｓによる地震力とを組み合わせる

べきことが次のように規定されている。制御棒駆動装置に関係する機器配管系につ

いては、「通常運転時、運転時の異常な過渡変化時、及び事故時に生じるそれぞれの

荷重と基準地震動Ｓｓによる地震力とを組み合わせ、その結果発生する応力に対し

て、構造物の相当部分が降伏し、塑性変形する場合でも、過大な変形、亀裂、破損

等が生じ、その施設の機能に影響を及ぼすことがないこと。なお、動的機器等につ

いては、基準地震動Ｓｓによる応答に対して、実証試験等により確認されている機

能維持加速度等を許容限界とする」。さらにその解説では、Ⅳ（１）で、「『運転時の

異常な過渡変化時及び事故時に生じるそれぞれの荷重』については、地震によって

引き起こされるおそれのある事象によって作用する荷重、及び地震によって引き起

こされるおそれのない事象であっても、一たん事故が発生した場合は長時間継続す

る事象による荷重は、地震力と組み合わせて考慮しなければならない」と規定され

ている。 

このような規定は、債務者の本件発電所の原子炉設置変更許可申請書の添付書類

八（甲１３４）に反映されている。その８－１－１０３頁において、「１．３．４ 荷
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重の組合せと許容限界」の項で、「１．３．４．１ 耐震設計上考慮する状態」とし

て「ｃ．事故時の状態 運転時の異常な過渡変化時の状態を超える異常状態であっ

て、発生する頻度はまれであるが、原子炉施設の安全性を評価する観点から想定さ

れる事故事象が発生した状態」をあげて、事故と地震の荷重を組み合わせる必要を

認めている。 

さらに実際、前述したように債務者は、地震による荷重を制御棒挿入時に重ねた

（組み合わせた）解析を行って制御棒挿入性を評価している。この事実が何よりも、

制御棒挿入性評価が地震とは無関係だという債務者の主張を如実に否定している。 

また地震によって「運転時の異常な過渡的変化」あるいは「事故」が引き起こさ

れることもありうるのであるから、この場合でも制御棒挿入時間の評価基準値２．

２秒は地震時に適用を否定することにはならない。 

 以上みてきたように、「制御棒挿入時間（評価基準値）２．２秒は、地震時には適

用されない」との債務者の主張はいずれの点からしても理由がない。 

 

第３ 評価基準値２．２秒と判断基準相当１１秒の関係 

１ 債務者は１月１８日付主張書面５頁において、２．２秒は、「この時間を超える

と具体的危険性が生じるとの可能性を示すものではない」と述べ、１４頁では、

「地震時において、制御棒挿入時間が２．２秒を超えても、少なくとも１１秒程

度以内であれば問題はない」と述べている。 

  ところで、１１秒問題については、本件発電所に関する別の行政訴訟（御庁平

成２４年（行ウ）第１１７号事件）において国が昨年１２月２５日付被告第１準

備書面の３３～３７頁において明確に解説的に述べている（甲１５８）。その結

論部分は以下のとおりである。 

「以上のとおり、本件原子炉については、制御棒が２．２秒以内に挿入さ

れることをもって原子炉が緊急停止できると評価されており、『災害の防止上

支障がない』ものとして基本設計ないし基本的設計方針の妥当性が肯定され
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ているところであるが、安全余裕の目安時間が１１秒程度とされていること

に鑑みれば、『２．２秒以内』という数値が余裕をもった数値であることは明

らかである。 

原告らの主張は、被告ら（ママ）の主張を、あたかも安全余裕を示す１１

秒程度という数値をもって『災害の防止上支障がない』としているかのよう

に曲解するものであり、失当である。」 

 このように国は２．２秒を「災害の防止上支障がない」限界として、１１秒は

安全余裕に属するものとして捉えているので、債務者とはまったく立場を異にし

ている。 

２ しかし、国がいう２．２秒を「余裕をもった数値」として文字通り受けとって

はならない。１１秒が導かれた過程からすれば、この余裕には次のような留保が

必要であると考える。 

  すなわち、安全余裕の検討（甲５５）において、大飯３・４号機のような蒸気

発生器を４基もつ４ループ炉の場合、安全余裕は蒸気発生器伝熱管破損事故解析

を通じて導かれている。通常の事故解析は制御棒挿入時間を２．２秒として行わ

れるが、その挿入時間をどこまで延ばせば、他の解析条件は変えないものとして、

最小ＤＮＢＲ値が「判断基準」１．４５に到達するかを見て、その結果が１１秒

となっている（図３）。 

つまり、第一にこの解析には地震はまったく無関係であり、地震による影響を

全く考慮していない。第二に、この解析は「単一故障の仮定」に立っており、炉

の非常用冷却系（ＥＣＣＳ）や２次側の給水系統等は決して故障しないことを無

条件に肯定し、前提としている。 

しかしこのような仮定は、福島事故によって、成り立たない場合があり得るこ

とが如実に示されたのである。「単一故障の仮定」が崩れた場合、１１秒どころか

２．２秒が守られてさえ、最小ＤＮＢＲが「判断基準」に到達することさえあり

得るのであるが、そのような解析は行われていない。 
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３ このように考えると、１１秒を文字どおり「余裕」として受け取ることはでき

ない。むしろ安全余裕は、人知では測り知れない不確定性のために存在するもの

と捉えるべきであり、それゆえ、安全判断の基準を評価基準値である２．２秒に

置き、それを超えれば重大な事故に発展すると安全側に捉えるべきである。 

 

第４ FO-B 断層、FO-A 断層、熊川断層の三連動を想定しなければならないこと 

債権者らは、平成２４年１１月２６日付主張書面（８）において、FO-B 断層、FO-A

断層、熊川断層が三連動することを、広島大学名誉教授の中田高氏と東洋大学教授

の渡辺満久氏の実地調査などを踏まえ、詳細に主張している。①平成２４年８月３

０日の地震・津波意見聴取会で、８月２４日付資料にはない原子力安全・保安院の

新たな見解が付加され、熊川断層が小浜湾内にまで入り込んでいることを認めてい

る（甲１３１）。②双児崎先端に熊川断層と同じ指向を示す断層が見られることを、

中田名誉教授らが新たな実地調査によって確認し、１０月２３日の事前会合で「参

考資料３」として報告している（甲１５２）。③また、原子力規制委員会の委員長代

理である島﨑邦彦氏も、FO-B 断層、FO-A 断層、熊川断層が三連動することを強く示

唆する発言を行っている。同氏は、熊川断層が、双児崎の北西部分の JNO-1 まで延

びているとし、「渡辺さんが言われるように、万一つながったらではなくて、これは

つながっていると考えるべきだということが、これまでの議論でもいろいろされて

はいるのですけれども、決定的に１ヵ所しかわからないということで議論が終わっ

ていたところが、さらに確実な証拠が出てきたというふうに見えるのではないかと

思います。」（甲１５３、３８頁）と発言している。熊川断層が JNO-1 まで延びた場

合、従来の５キロメートルルール（甲１５４－１、甲１５４－２）によってさえ、

FO-A 断層と熊川断層は連動することになる。 

このように、FO-B 断層、FO-A 断層、熊川断層が三連動する裏付けが公表された以

上、もはや FO-B と FO-A 及び熊川断層の連動を否定することはできないのである。

そもそもこの三連動は、３．１１での遠く離れた活断層の連動という事実を契機と
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して再調査が要求されたものであり、福島事故を踏まえれば当然三連動を想定した

場合の制御棒挿入性が検討されるべきである。 

 

第５ Ｆ－６破砕帯が活断層であると判断すべきであること 

１ 活断層の認定基準 

 大飯原子力発電所敷地内破砕帯の調査に関する有識者会合の第３回評価会合が、

平成２５年１月１６日に行われたが、依然、Ｆ－６破砕帯が活断層であるか否かの

結論は出ていない。 

 しかし、地質学的にＦ－６破砕帯が活断層であると断言できるか否かは、本件仮

処分においては、大きな問題ではない。 

改めて、活断層の認定基準についてみるに、「発電用原子炉施設に関する耐震設計

審査指針（２００６年）」（甲９６・４頁）においては「考慮する活断層としては、

後期更新世以降の活動性が否定できないものとする」と記されている。また、安全

審査の手引き（「発電用原子炉施設の耐震安全性に関する安全審査の手引き２０１０

年（甲１４３）」においては、活断層の認定に関し、「活断層が存在する可能性が推

定される場合は、～安全側の判断を行うこと」、「後期更新世以降の累積的な地殻変

動が否定できず、～断層運動が原因であることが否定できない場合～活断層を適切

に想定する」と明確に記されているのである。 

 すなわち、Ｆ－６破砕帯が地質学的に異論なく活断層であると認定することがで

きなくとも、Ｆ－６破砕帯が活断層である可能性が否定できなければ、本件仮処分

においては、Ｆ－６破砕帯は活断層であると認定すべきである。 

 

２ 平成 25年 1月 16日実施の大飯発電所敷地内破砕帯の調査に関する有識者会合

の第３回会合においても、Ｆ－６破砕帯が活断層である可能性が否定できないこと 

 

ア Ｆ－６が活断層ではなく地すべりであるとの債務者の見解 
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債務者は、昨年１２月の台場浜トレンチ追加調査の結果として「大飯原子力発電

所敷地内Ｆ－６破砕帯の追加調査－原子力規制委員会現地調査に伴う報告－（概要

版）」を昨年１２月２８日に公表した（甲１５９）。債務者の主張は、台場浜トレン

チで確認された断層は、約２４万年前頃に起きた地すべりによるものであり、活断

層ではないというものである。今回の追加調査で拡張した台場浜トレンチ西側で左

横ずれの断層が見つかったことから、昨年１１月の調査の時点で見つかっていた台

場浜トレンチ東側の右横ずれ断層と合わせ考えると、下図のとおり、北方向に向か

って地すべりが生じていると主張する。 

 

【甲１６０ 渡辺教授の提出資料１０頁】 

上記債務者報告２８頁の「評価」では、「蛇紋岩中のすべり面は浅いすべりと深い

すべりが認められる」、「堆積物中のすべり形成時期はＤ層堆積時（ＭＩＳ７）と考

えられる」とし、「蛇紋岩中のすべり面及び蛇紋岩と輝緑岩の境界の破砕部は地すべ

り起因するものであり、活断層ではない」と評価している。 

 

イ 「蛇紋岩中の浅いすべり」への反論 
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 追加調査で、台場浜トレンチ拡張西側で確認された左横ずれの断層は、蛇紋岩の

部分のみで生じており、ずれは岩盤の途中で消滅しており、岩盤のすぐ上に堆積し

ているＤ層（１０～１３万前）には達していない（甲１６０・１１～１２頁）。 

 一方で、昨年１１月の調査において確認された右横ずれ断層は、比較的新しいＤ

層において変位が見られる（甲１６０・８頁）。 

 すなわち、この二つの断層は、活動した時代が異なるのであるから、二つの断層

のずれ方向を根拠にした上記債務者の地すべり論は成り立ちえないのである。 

 台場浜拡張トレンチ西側の蛇紋岩中の左横ずれ断層の年代について、１月１６日

の第３回評価会合での議論を確認する。有識者会合のメンバーである廣内大助准教

授（信州大学）は「変位は基盤岩中にとどまり、波蝕棚地形およびＤ層まで達して

いない．活動時期は波蝕棚形成以前」と指摘し、１１月の調査で確認された断層と

は異なる古い時期に形成されたものだとの認識を示している。 

 

【甲１６１ 廣内准教授の提出資料 １２頁】 
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また、同有識者会合のメンバーである渡辺満久教授も、「蛇紋岩の中の古い構造で

あり、新しい時代に動いたものではない」として、トレンチ東側の断層とは時代が

合わず、両断層を関連づけて、地すべりと判断することはできないとの認識を示し

ている【次頁図３枚 甲１６０ 渡辺教授の提出資料 １１、１２、１３頁】。 

このように、現地調査を踏まえた専門家の見解からすると、台場浜トレンチ西側

のずれと東側のずれとは、その生じた年代を異にしており、債務者が主張する「浅

い地すべり」は、その論拠を欠き全く成り立たないものである。 
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ウ 「蛇紋岩中の深いすべり」への反論 

 債務者は、台場浜トレンチ拡張西側のずれについて、「蛇紋岩の深部での地すべり」

もあったとしている。しかし、渡辺教授は１月１６日の第３回評価会合で、「蛇紋岩

の深部でのすべりは重力では説明できない」との見解を明らかにした。渡辺教授は

下図（甲１６０・１４頁）のように、債務者報告を基に、蛇紋岩（ピンク色の部分）

の地下分布の等高

線（図中の茶色線、

０、－５、－１０）

を示して説明して

いる。債務者が主

張するように、地

下深部の蛇紋岩が

北方向（ＡからＢ

方向）に滑るため

には、－１０ｍか

ら１０ｍへ、すな
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わち低い方から高い方に動くことになり、これは重力性のすべりでは説明がつかな

いと、債務者の見解を科学的、論理的に否定している。 

 なお、渡辺教授は、この蛇紋岩のすべりについて、重力性の地すべりではなく「別

の力が加われば動く」との説明を加えている。具体的には、甲１５１号証の意見書

で述べているように、大飯原発周辺の変形帯（海域の主断層の隆起）が形成される

際に加えられた力（上図ＡからＢ方向への力とＢからＡ方向への力）によって蛇紋

岩の地下深部が北方向に動いた可能性を述べている。 

 いずれにせよ、１月１６日の第３回評価会合では、「蛇紋岩中の深いすべり」が重

力性のすべりでは説明つかないという渡辺教授の主張に対して、どの委員からも具

体的反論は出されていないのである。 

 

エ 「堆積物中のすべり形成時期はＤ層堆積時（MIS７）と考えられる」への反論 

 債務者は、上記報告（甲１５９）において、【蛇紋岩中のすべり面】の項で、「堆

積物中のすべり形成時期は、Ｄ層中の構造を考慮すると、Ｄ層堆積時（堆積年代：

MIS７）と考えられる」と述べている。すなわち、Ｄ層は約２４万年前（MIS７）の

堆積物であり、その堆積物に変位を与えているため、約２４万年前頃に地すべりが

起きたというものである。その根拠として、債務者はＤ層から阿多鳥浜火山灰が見

つかったことをあげている。［注：MIS とは、海洋酸素同位体ステージ（Marine Isotope 

Stage）のことで、天然に存在する酸素同位体の比による過去の気温に基づいたステ

ージ区分。MIS７は約２０万年前、MIS５ｅは約１２～１３万年前］ 

 しかし、これについて１月１６日の第３回評価会合で廣内准教授は、債務者の根

拠とした資料から、阿多鳥浜火山灰（Ata-Th）のカウント数が鉱物３０００粒の中

にわずか０．９粒であるため「有意ではない」、「産出したテフラは、直接の堆積年

代を示さず、再堆積を示すものであろう」と債務者の主張をはっきりと否定してい

る（甲１６１）。「この出てきた火山ガラスが恐らく阿多鳥浜（Ata-Th）という火山

灰であることは、そんなに間違いないかもしれませんが、それがまさに降ったとき
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にそこにたまったのか、そうではなくて降った後に流れてきたのかということを考

えると、それは再堆積であろうというふうに考えられます。すなわち、これは、阿

多鳥浜（Ata-Th）があるので、ここが 20 数万年前の時代を示すという指標とはなら

ないという判断ができるだろうというふうに私は考えております。したがって、こ

れについては、12 万 5,000 年よりも古いということをサポートする情報として使う

ことは、ちょっと難しいだろうというふうに判断しています。 

以上で、台場浜周辺の海成段丘の年代については、恐らく 12 万 5,000 年前の地形

で間違いないだろうというふうに考えているのが私の見解です」（甲１６２ 議事録

１０頁）。 

 

（甲１６１ 廣内准教授資料８頁） 
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さらに渡辺教授も、「ここで事業者さん、阿多鳥浜火山灰を見つけました、二十数

万ですというふうに報告をされましたけれども、あえてもう一度言いますが、3,400

粒ぐらい鉱物を見て、その中に一つあったという話なんですね。しかも非常に風化

しにくいクオーツが、石英が一つ見つかった。その石英が阿多鳥浜起源のものかど

うかという、そういうことを考える以前に、三千数百に一つでは、そこに火山灰が

あるとは言いませんので、これは私は全然証拠にはならなくて、常識的に連続性か

ら言えば、これが 12～13 万年前だと思います」（甲１６２ 議事録４３～４４頁）

と述べ、債務者の主張を批判している。 

また、原子力規制委員会の島﨑委員は、このずれの年代に関して「繰り返します

と、前回、時代については、ある程度共通的な理解、要するにずれがいつ起きたか

ということに関してはある程度共通的な理解ができたと思っていて、それを今変え

る必要はないかと思うんですけれども、もし変える必要があるというのであれば、

そこから議論を始めたいと思いますが。よろしいですね。」（甲１６２ 議事録 64

頁）と参加者に確認を求め、ずれの時期については、前回のとおり１２～１３万年

前以降に起きたということを再確認した。 

 以上のように、債務者が今回持ち出してきたずれの年代が約２４万年前だという

主張について、１月１６日の第三回評価会合で債務者の主張を支持した専門家は一

人もいなかっただけでなく、岩盤の上で変位を示しているＤ層は１２～１３万年前

以降の堆積物であることが確認された。債務者のずれの年代についての主張もまた

否定されたのである。 

 

オ １月１６日の第３回評価会合でも、活断層の可能性は否定されていない 

以上のとおり、平成 25 年 1 月 16 日の第３回評価会合において、債務者の主張す

る「約２４万年前頃に起きた地すべり」という説は、専門家によって科学的に批判

されている。地すべりの可能性を述べた専門家でも、地すべりの年代や蛇紋岩中の

すべりが重力では説明できないという廣内准教授や渡辺教授の主張を、具体的に反



- 16 - 

 

論した専門家はいなかった。渡辺教授は、債務者の地すべりとの主張を一蹴し、「台

場浜で見えたものは活断層」と明確に述べている。廣内准教授は、台場浜東端の蛇

紋岩と輝緑岩の境界のずれは活断層によるものであり、１１月に確認されたずれに

ついても活断層の可能性を否定できないと述べている。 

マスコミ各社は「地すべり説と活断層説で意見が分かれた」との報道をなしてい

るが、１月１６日の審議では、債務者の地すべり説は科学的に反論されており、そ

れを具体的に再反論する専門家はいなかったというのが実態である。このような審

議内容は、控えめにみても「活断層の可能性を否定できない」という債権者のこれ

までの主張の正当性を裏付けている。 

 

３ 小括 

 有識者会合の審議は続くことになったが、以上のように、Ｆ－６破砕帯が活断層

である可能性が否定できないことは言うまでもない。 

 したがって、「発電用原子炉施設の耐震安全性に関する安全審査の手引き（甲１４

３）」に従い、Ｆ－６破砕帯は活断層であると判断すべきである。そうすると、活断

層と想定されるＦ－６破砕帯の直上に耐震設計上の重要度分類Ｓクラスである非常

用取水路が設置されている現在の大飯原発３号機、４号機は、耐震安全性に関する

安全審査の基準を明らかにクリアしておらず、即刻にその稼働を停止すべきである。 

 百歩譲って、Ｆ－６破砕帯が活断層であるかについての原子力規制委員会の見解

が必要であるとしても、原子炉稼働中の断層調査は、調査中に原発施設を破損させ

る可能性があるなど危険である。事実、日本原電の敦賀原発では、断層調査中に２

度も事故を起こしている。昨年７月にはボーリング調査中に地下に埋設された重要

配管に穴をあける事故が起こった（甲１６３の１）。さらに、今年１月１１日にも追

加のボーリング調査準備中に、放射能測定用モニターの信号ケーブルが入った溝に

鉄製の支柱を打ち込み、厚さ５㎝のコンクリートのふたを突き抜けてケーブルを切

断する事故が起こっている（甲１６３の２）。敦賀原発２号機は現在運転停止中であ
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るが、稼働中の大飯原発で地下埋設配管の破損などが起これば大事故につながる。

このような危険を回避するためにも、大飯原発３号機、４号機の即時の稼働停止が

必要不可欠である。なお、昨年１２月２５日には京都府京田辺市市議会で、「大飯原

発の運転を一旦停止し、敷地内の徹底した断層調査を求める意見書」が可決され、

衆参両議長、内閣総理大臣、経産大臣、環境大臣、原子力規制委員会委員長宛に送

られている。（甲１６４）。 

 

第６ 債務者の津波調査は極めて不十分である 

 

１ 債務者は、２０１２（平成２４）年６月２９日付主張書面（３３頁以降）で、

本件発電所に係る津波の影響を検討するため、文献による敷地周辺の大きな津波被

害の有無の確認と、敷地周辺で発生が想定される津波について数値シミュレーショ

ンによる津波高算出により、津波に対する安全性を確認している旨主張している。

また、２０１３（平成２５）年１月１８日付主張書面（２４頁以降）で、申立外日

本原子力発電、日本原子力研究開発機構（以下、「債務者ら」という）と共同で行っ

た堆積物調査の結果を援用して（乙４８）、現在から過去１万年程度の時期に、本件

発電所を含む若狭湾地域の原子力発電所の安全性に影響を与えるような津波が発生

した痕跡は認められなかった旨主張している。 

しかし、債務者の上記主張は、その根拠となる検討・調査の内容に重大な問題点が

あり、到底信用できない。以下詳述する。 

 

２ 堆積物調査の結果からは、過去の大規模津波は否定できない 

（１）第 1 回目の調査と債務者らの見解に対する専門家からの批判 

乙４８において、債務者らが行った堆積物調査は、ボーリングにより地層サンプ

ルを取得し、砂の層や海生微化石の有無などを調べるというものである。そして、

第１回目の調査は２０１１年１０月２４日から１２月にかけて行われ、対象地域は
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三方五湖（久々子湖、菅湖、中山湿地）であった。 

 そして、債務者らは、同年１２月２１日に原子力安全・保安院に対して、「仮に天

正地震による津波があったとしても、・・・・久々子湖に海水が流入した程度の小規

模な津波であった」旨を報告し、同月２７日の「第８回 地震・津波に関する意見

聴取会」で原子力安全・保安院からそのことが報告された（甲１６５・１８頁）。し

かし、意見聴取会の岡村行信委員からは、「津波が来れば、必ず津波堆積物ができる

とは限らない」「ないというのは、非常に慎重に言った方がいい」という批判が出さ

れた（甲１６５・２１～２２頁）。また、２０１２年１月１０日には、意見聴取会の

山本博文委員から「敦賀半島の突端の「猪ヶ池」でボーリングやらないのは何故か。

猪ヶ池・・・・で津波堆積物が出なかったら、５メートル以下の津波であったとい

うことの論証のひとつとなる。」旨の指摘があった（甲１６６の２、甲１６６の１・

１７頁）。 

（２）乙６は追加調査に主眼が置かれたものである 

これらを受け、債務者が２０１３（平成２５）年１月１８日付主張書面で引用す

る、乙６の原子力安全・保安院の見解が出されている。しかし、この内容は、「これ

まで得られている・・・・調査等の結果を踏まえると、古文書に記載されているよ

うな天正地震による大規模な津波を示唆するものは無いと考えられるが、天正年間

も含めてデータを拡充するために、津波堆積物について、さらなる追加調査を行

う。」というもの（傍線引用者）であり、追加調査に主眼が置かれたものである。 

債務者は、上記主張書面で原子力安全・保安院の見解の一部を取り出して、２０

１２年１月２５日段階で原子力安全・保安院が天正地震による大規模な津波を否定

しているかのような主張を行っているが、明らかに事実に反している。 

（３）債務者らの追加調査により猪ヶ池で砂層が確認 

債務者らによる追加調査は、２０１２年２月２７日～１２月にかけて行われ、対

象地域は久々子湖東方陸域、猪ヶ池であった（乙４８）。そして、追加調査の結果、

猪ヶ池で「高波浪または津波が成因の可能性がある」砂層が確認された（乙４８・
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７頁）。 

追加調査の結果のうち、（ア）１５８６年の天正地震年代の部分については同年６

月２１日に原子力安全・保安院に対して報告され、（イ）天正地震以前、完新世（約

１万年前以降）については同年１２月１８日に原子力規制委員会に対して報告がな

された。 

上記のうち（ア）の天正地震年代については、同年６月２２日の「第１７回地震・

津波に関する意見聴取会」で検討された（なお、上記（イ）については原子力規制

委員会に対して報告がなされたのみであり、債務者らの見解が専門家により検証さ

れたわけではない）。そして、上記意見聴取会では、複数の委員から、債務者らの「三

方五湖周辺で津波堆積物が発見されなかったことから、猪ヶ池の砂層を形成したイ

ベントが津波だとしても大きくなかった」という見解に対して疑問が出された。 

岡村行信委員は、「限られた地点で天正のものはなかったから、天正の津波は大きく

はなかったという結論まで行っていいのかというところは、ちょっと行き過ぎかな

という気がする」と指摘した（甲１６７・３９頁）。佐竹健治委員は、「我々、津波

堆積物をやっているときに、必ずしも砂の中に海の珪藻がなくても津波堆積物とい

う解釈をしているものもあります。」と指摘した（甲１６７・４０頁）。今泉俊文委

員は「１点ぐらい探して見つからないから来なかったということの証明は難しいと

思うのですね。・・・・１か所でも見つかった場合は、それまでの考えが全部飛んで

しまう。」と指摘した（甲１６７・４０～４１頁）。杉山雄一委員は、「私はやはり猪

ケ池のＮｏ．１で見つかった砂の上下のところはもう少し、もし否定するなら、き

ちんと情報を集めた上で、その成因も含めて考えていただく必要があるという感想

を持ちました。」と指摘した（甲１６７・４１頁）。 

 これらの批判の要点は、猪ヶ池の砂層の確認にもかかわらず、三方五湖周辺で津

波堆積物が発見されなかったことから天正地震による大規模な津波を否定する債務

者らの見解の妥当性についての疑問である。 
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（４）猪ヶ池で確認された砂層は軽視できない 

 乙４８で重要な点は、専門家の指摘によって追加調査の対象となった敦賀半島の

猪ヶ池で津波堆積物の指標となりうる砂層が確認されたことである。前述の通り、

猪ヶ池の調査必要性を指摘した山本博文委員は、「猪ヶ池・・・・で津波堆積物が出

なかったら、５メートル以下の津波であったということの論証のひとつとなる」と

していたのであるが、砂層の確認により、「５メートル以下の津波であったというこ

との論証」は大きく崩れることになる。 

 前述のように、債務者らは、三方五湖周辺で津波堆積物が発見されなかったこと

から、猪ヶ池の砂層を形成したイベントが津波だったとしても規模は大きくなかっ

たと結論づけている。しかし、意見聴取会での専門家の批判の通り、その論証は適

切ではない。むしろ、実際に猪ヶ池で確認された砂層に着目すれば、相当大規模な

津波が過去に若狭湾岸において発生した可能性が否定できないことになるはずであ

る。 

 

３ 隠岐トラフ南東縁を震源とする地震津波の未検討 

（１）前述した「第１７回地震・津波に関する意見聴取会」ではまた、山本博文委

員から、「例えば、地震学会等でも、いつでしたか、隠岐トラフの南東縁の断層が動

いた場合、４ｍを超えるような津波が押し寄せるのではないかというシミュレーシ

ョン結果が発表されておりますが、こういったものに関してはシミュレーションす

ることはしないのでしょうか」という指摘がされている（甲１６７・１８頁）。  

（２）山本博文委員が指摘する地震学会での発表とは、日本地震学会２００６年秋

期大会における石橋克彦氏・原田智也氏の発表である（甲１６８）。同発表によると、

若狭湾の北～北北西沖合にある隠岐トラフ南東縁に確実な活断層が３本あり、同断

層において長さ８０キロメートル、すべり量３～４メートルの大地震が発生した場

合、若狭湾岸を含む広域に４メートルを超える大津波が押し寄せる旨が指摘されて

いる。 
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（３）債務者は、２０１２（平成２４）年６月２９日付主張書面において、津波に

ついて数値シミュレーションによる津波高算出を行っている旨主張するが、上記し

た隠岐トラフのシミュレーションは行われていない。 

 前記した石橋克彦氏らの学会発表は、「２００４年スマトラ島沖地震の大きな教訓

の一つは、発生頻度（確率）は分からないとしても、地学的に発生可能・・・・な

大地震や大津波の「見落とし」をなくし、それらによる影響を知っておくべき、と

いうことである。」と指摘する。その観点からすれば、債務者による津波のシミュレ

ーションは、明らかな「見落とし」があることになり、本件発電所の安全性を担保

するものではあり得ないことになる。 

 

４ 丹後半島側の調査の欠如、ならびに文献の曲解 

 債権者らは、本件各申立書において、「丹後国風土記（残欠）」（甲３３）、真名井

神社の波せき地蔵堂の伝承（甲３４）を証拠として、大宝元年に丹後地方に大津波

が襲来したことを主張した（各３２頁）。また京都府と府下全市町村が、連名の要望

書によって、過去の日本海丹後地域における文献等も踏まえ、日本海側のプレート

境界等の調査を行うよう要望していることも指摘した（甲３５）。しかし、債務者は、

そのような周辺地域の切実な要望にもかかわらず、丹後半島側の痕跡調査を行って

いない。 

 また、債務者は、２０１２（平成２４）年６月２９日付主張書面（３７頁）にお

いて、「『丹後国風土記（残欠）』には大宝元年３月巳亥に・・・・大津波が丹後地方

を襲った旨の記述はない」としている。しかし、甲３３には、「大宝元年三月巳亥に、

地震が三日間、続いた。この郷が一夜にして青い海となった。ようやく僅かに郷の

中の高い山・二峯と立神岩のみが海上に残った」との記述があるのであり、津波又

は地盤沈下、あるいはその複合的な現象が記述されていると理解すべきである。債

務者の主張するように、「丹後国風土記（残欠）」に津波の記述はない、というのは

債務者の曲解である。 
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５ 小括 

 以上述べてきたように、津波調査についての債務者の主張は、その根拠において

いずれも不十分、あるいは資料を債務者にとって都合よく解釈したものに過ぎず、

債務者らの調査・検討を踏まえても、本件発電所の安全性に影響を与えるような津

波が過去に発生したことを否定できるものではない。 

 したがって、債権者が本件発電所についてとっている津波対策は不十分であり、

福島第一原子力発電所の事故に照らして考えても、本件発電所の運転継続は、原告

らの生命健康に著しい損害を与える危険性がある。債務者は本件発電所を直ちに停

止すべきである。 

以上 


